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  TaxFlash Tax Indonesia / 2022年 4月 / 第 9号 

HPP法に基づく VATの変更に関する実施規則 
 

2022年3月30日、財務大臣（MoF）は、国税規則調和法（Harmonisasi Peraturan 

Perpajakan/HPP）に基づき定められた付加価値税（VAT）の変更を実施するためのい

くつかの規則を発表しました。財務省規則のほとんどは、2022年4月1日からVAT税率

を11%に引き上げ、遅くとも2025年までには12%に引き上げるといことに関連するもの

です。 

 

今回のTaxFlashは、これらの規制を取り上げた最初のものです。他の財務省規則に関

する解説は、次回のTaxFlashで行います。 

HPP法に関する初回の解説はTaxFlash No.20/2021をご参照ください。 

 

国外の電子商取引（Eコマース） 
 

2020年法律第 2号とその施行規則（PMK-481 および PER-122)において、国外

の電子商取引の供給に関する VATの仕組みが導入されました。 

 

財務省は、規則 PMK-603を発行し、VAT徴収者および VATコンプライアンス

（登録、徴収、支払等）に関して、VAT対象取引の範囲および電子商取引の規

則についてより詳細に説明しています。これらの規則は、PMK-48および PER-

12（TaxFlash No.09/2020、TaxFlash No.21/2020、と TaxFlash No.26/2020 を

ご参照ください) とほぼ同様ですが、主な変更点は以下のとおりです。 

 

PMK-60では、国外の電子商取引に適用されるVAT税率は、現行のVAT税率に従うこ

とが確認されています。 PMK-60では、PMK-48およびPER-12で示された国外電子商

取引のVAT課税対象事業者（Pengusaha Kena Pajak/PKP）の指定に関する財務省

法令が、さらなる財務省法令が出されるまで有効であることも規定されていま

す。 

 
1 財務大臣規則 No.48/PMK.03/2020 (PMK-48) 2020年 5月 5日公布、2020年 7月 1日発効 
2 国税総局規則 No.PER-12/PJ/2020 (PER-12) 2020年 6月 25日公布、2020年 7月 1日発効。PER-12は、PMK-60

と矛盾しない限り、有効 
3 財務大臣規則 No.60/PMK.03/2022 (PMK-60) 2022年 3月 30日公布、2022年 4月 1日発効。PMK-60は PMK-48

を廃止する 
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https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2021/taxflash-2021-20-jpn.pdf
https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-09-jpn.pdf
https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-21-jpn.pdf
https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-26-jpn.pdf
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また、PMK-60は、国外の電子商取引市場または国内の電子商取引市場を通じた外国

のプロバイダーとインドネシア国内のユーザーとの取引にかかるVATを、国外の電子

商取引業者または国内の電子商取引市場が徴収できることを定めています。これは、

電子商取引VAT徴収者として指定され、商業インボイス、請求書、領収書、または同様

の文書を発行している場合です。 

 

VAT申告   

 

電子商取引 VAT徴収者は、以下の情報を記載した四半期毎の報告書を提出する

必要があります。 

a) インドネシアでのユーザー数 

b) 支払額（VATを含まない） 

c) VATの徴収額 

d) VAT取引の詳細（少なくとも以下の情報すべてを含む） ‒ 新規 

1. 各 VAT回収伝票の番号と日付 

2. 各 VAT回収伝票の支払額(VATを含まない) 

3. 各 VAT回収伝票の VATの金額 

4. VAT回収伝票に記載されている場合、インドネシア国内の利用者の氏名

および納税者番号 

 

これまで、徴収された VAT取引の詳細は、国税総局（DGT）から要求された場

合にのみ必要とされていました。PMK-60では、DGTのアプリケーション・シ

ステムの準備が整っていない場合、DGTは上記 dについて、VATの送金額に置

き換えられるものの、これらの詳細を要求することができます。 

 

VAT賦課基準における「その他の価値（Other Value）」の使用  

（Dasar Pengenaan Pajak/DPP Nilai Lain） 
 

VAT法第8A条では、VAT賦課基準に「その他の価値」を使用することが規定されてい

ます。3つの新しい財務省規則がこの点につき、特定の液化石油ガス（LPG）製品、タ

バコ製品、農業分野での補助金付き肥料、について規定しています。 

 

A. 特定のLPG製品 

 

財務省規則PMK-624 は、補助金なしのLPG製品のVAT計算方法を更新しています。 

 

補助金付き LPG製品の納品にかかる VATは、PMK-2205で導入されました。補

助金付き部分(すなわち、VATが政府によって負担される部分)と補助金なし部分

(すなわち、VATが顧客によって支払われる部分)、VATコンプライアンス、お

よびインプット VATの控除に関する PMK-62の規定は、PMK-220と同様です。 

（TaxFlash No.01/2021をご参照ください）。PMK-62の主な変更点は以下の通

りです。 

 

VAT の賦課基準として「その他の価値」を使用する場合、政府指定の事業者による納

品の時点で適用されます。しかし、「最終」VAT（Final VAT）は、流通業者または再流

通業者による納品の時点で適用されます。 

 
 
 

 
4 財務大臣規則 No.62/PMK.03/2022 (PMK-62) 2022年 3月 30日公布、2022年 4月 1日発効。PMK-62は PMK-

220を廃止する 
5 財務大臣規則 No.220/PMK.03/2020 (PMK-220) 2020年 12月 28日公布・発効 

https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2021/taxflash-2021-01-jpn.pdf
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VAT賦課基準における「その他の価値」 
 

政府指定機関による納品の場合、VAT賦課基準における「その他の価値」は、小売販

売価格の100/(100+t)となります。ここで、「t」は現行のVAT税率です。支払うべきVAT

は、VAT税率に「その他の価値」を乗じて計算されます。 

 

最終VAT（Final VAT） 
 

一般的なVAT税率に指定されたパーセンテージを乗じたものが、最終VATの実効税率

になります。最終VAT税率は以下の通りです。 

a) 1.1/101.1（2022年4月1日から）、および 

b) 1.2/101.2 （12%のVAT税率が適用された時点から） 
 

これに流通業者または再流通業者のマージンを乗じます（つまり、マージンをVAT賦課

基準とみなします）。 

 

インプットVATの控除 

 

インプットVATの控除規則は従来通りです。政府指定機関による納品に関連するイン

プットVATは控除できますが、流通業者または再流通業者による納品に関連するイン

プットVATは控除できません。 

 

B. タバコ製品 

 

財務省規則 PMK-636は、タバコ製品に支払う VATの計算に使用する VAT税率

を更新し、その他の規定も追加しています。 

 

タバコ製品の納品にかかる VATは、PMK-1747で導入されました。VATの遵守

とインプット VATの控除に関する PMK-63の規定は、PMK-174と同様です

（TaxFlash No.26/2015（英語版）をご参照ください）。PMK-63での主な変更点

は以下の通りです。 

 

VAT賦課基準における「その他の価値」 
 

生産者・輸入者が引き渡す場合、VAT賦課基準における「その他の価格」は、小売販

売価格の100/(100+t)となります。ここで、「t」は現行のVAT税率です。支払うべきVAT

は、VAT税率に「その他の価格」を乗じて計算されます。 

 

PMK-63では、適用される VAT税率と「その他の価 格」に基づいて、タバコ製

品の納品にかかる VATが四捨五入され、以下のように支払われると規定されて

います。 

a) 2022年 4月 1日からの納品分については、小売販売価格の 9.9% 

b) 12％の付加価値税率が適用される時期に納入を開始する場合、小売販売価格

の 10.7％。 

 

その他の規定 

 

内容は以下の通りです。 

a) VATはタバコ製品の納品時に生産者・輸入者レベルでしか徴収されないこと 

 
6 財務大臣規則 No.63/PMK.03/2022 (PMK-63) 2022年 3月 30日公布、2022年 4月 1日発効。PMK-63は、PMK-

207によって最後に修正された PMK-174を廃止する 
7 財務大臣規則 No.207/PMK.010/2016 (PMK-207) によって最後に修正された財務大臣規則 No.174/PMK.03/2015 

(PMK-174)  
 

https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/english/2015/taxflash-2015-26.pdf
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b) 他の販売業者や最終消費者に納品する販売業者は、VATを徴収し納付する必

要がないこと 

c) タバコ製品を納品するだけの販売業者は、PKPとして指定される必要がない

こと。 

 
 

インプットVATの控除 

 

インプット VATの控除規則は従来通りです。生産者・輸入者による納品に関わるイン

プット VATは控除できますが、販売業者による納品に関わるインプット VATは控除す

ることができません。 

 

C. 農業分野向け補助金付き肥料 

 

財務省規則 PMK-668は、補助金付き肥料の VAT賦課基準を更新し、その他の規

定を追加しています。 

 

補助金付き肥料の納入に対する VATは、PMK-62/20159で導入されました。VAT

コンプライアンスとインプット VATの控除に関する PMK-66の規定は、PMK-

62/2015と同様です（TaxFlash No.12/2015 （英語版）をご参照ください)。 

PMK-66での主な変更点は以下の通りです。 

 

補助金付き肥料の納入にかかる VATは、「その他の価値」（VAT賦課基準用）

に VAT税率を乗じて計算されます。 

 

VAT賦課基準に対する「その他の価値」 

 

肥料の「その他の価値」は 

a) 補助金対象部分については 100/(100+t)に補助金支給額（VAT込み）を乗じ

たもの 

b) 非補助金対象部分については 100/(100+t)に最高小売価格を乗じたもの。 

 

ここで、「t」は適用される VAT税率です。 

 

その他の規定 

 

内容は以下の通りです。 

a) VATは、生産者によってのみ補助金付き肥料の納品時に徴収されること 

b) 小売業者に納品する販売業者、または農家に納品する小売業者は、VATを徴

収し納付する必要がないこと 

c) 補助金付き肥料の配送のみを行う流通業者および小売業者は、PKPとして指

定される必要がないこと 

 

インプットVATの控除 

 

インプット VATの控除規則は従来通りです。生産者による納品に関わるインプット

VATは控除可能ですが、流通業者や小売業者による納品に関わるインプット VATは

控除できません。 

 
 

 
8 財務大臣規則 No.66/PMK.03/2022 (PMK-66) 2022年 3月 30日公布、2022年 4月 1日発効。PMK-66は PMK-

62/2015を廃止する 
9 財務大臣規則 No.62/PMK.03/2015 (PMK-62/2015) 2015年 3月 26日公布、2015年 4月 25日発効 

https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/english/2015/taxflash-2015-12.pdf
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地方税の対象となる VAT非課税の商品およびサービス 

財務省規則 PMK-7010 は、VATの対象とならない飲食物の配達、ケータリングサービ

ス、芸術・娯楽サービス、ホテルサービス、駐車サービスについて概説しています。 

 

これらの商品およびサービスには既に地方税が適用されているため、二重課税を避け

るために VATが免除されるという扱いです。その基準は以下の通りです。 

 

A. 食品・飲料 

 

ホテル、レストラン等で提供される飲食物（店内飲食、テイクアウト）、及びケータリング

サービスに基づき提供される飲食物を含みます。 

 

レストランでは、テーブル、椅子、食器などの飲食設備を提供する必要があります。 

 

ケータリングサービスを提供する業者は、以下の条件を満たす必要があります。 

a)  顧客の注文に基づき、材料の調達、準備、保管、配膳を行う。 

b)  準備・保管場所とは異なる、顧客から指示された場所で提供する。 

c)  食器等の有無にかかわらず、サービスを提供する。 

 

飲食工場、空港ラウンジ、スーパーマーケットなど（飲食物のみを販売しない業者）で提

供される飲食物は VATの課税対象となります。 

 

B. ケータリングサービス 

 

VAT非課税のケータリングサービスの基準は、上記の要件に準じます。 

 

C. 芸術・娯楽サービス 

 

PMK-70では、12種類の VAT非課税芸術・娯楽サービスを規定しています。こ

れらは、展示会、アートパフォーマンス、ゲームスポーツなど、専用のゲームエ

リアや機器を使用したサービスを含みます。 

 

以下のものは、VAT非課税の芸術および娯楽サービスから除外されます。 

a) ゴルフ場及びゴルフ用具の提供 

b) インターネットまたは電子チャネルを通じた映画またはその他のオーディオ

ビジュアルストリーミングの提供 

 

D. ホテルサービス 

 

VAT非課税ホテルサービスとは、ホテル、ヴィラ、リゾート等での部屋またはスペース

のレンタルを伴うサービスを指します。客室レンタルには、宿泊施設のほか、ルームサ

ービス、エキストラベッド、ランドリー、スポーツ施設、ホテルの送迎などの付帯設備が

含まれます。このカテゴリーにおけるスペースのレンタルには、イベントや会議のため

のレンタルが含まれます。 

 

VAT非課税のホテルサービスとしては、以下のものは含まれません。 

a) イベントや会議以外のスペースレンタル（ATM、オフィス、銀行施設などの

レンタルなど）。 

b) ライセンスに基づく一般的なホテルサービスと区別される、アパート、マン

ション等のユニットまたはスペースのレンタル（関連施設を含む） 

c) ホテル経営による旅行サービス 

 

 
10 財務大臣規則 No.70/PMK.03/2022 (PMK-70) 2022年 3月 30日公布、2022年 4月 1日発効 
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E. 駐車場サービス 

 

VAT非課税駐車サービスとは、駐車スペースの提供およびバレーパーキングを

いいます。駐車場所有者に有料で提供される駐車場管理サービスは、VATの対

象となります。 
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